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1．小線源治療は施設設置の点では均てん化されてい
るが、治療技術と症例数は施設や地域ごとにばらつき
があり、治療技術の均てん化を図る必要がある。IGBT
の全施設での実施を具体的な目標とすべきである。

2．小線源治療患者数の少ない施設が一定数存在する。
これらの施設は集約化の対象として検討されるが、患者
アクセスなどの種々の事情が勘案される必要がある。

3．婦人科腫瘍以外の腔内照射や前立腺癌以外の組織
内照射は、地域ごとに実施可能施設を設置し、施設間
連携を推進することで集約化する必要がある。

4．小線源治療教育を充実させるため、施設間連携と学
会主導による教育プログラムの確立と教育機会の提供
が必要である。

進捗状況

課題１．治療技術の均てん化を図る必要がある。IGBTの全施設での実施を具体
的な目標とすべきである。

実施済み
ハンズオンセミナー：2回

今後の予定
第３回ハンズオンセミナー（京都府⽴医科⼤、増井先⽣）
婦⼈科腫瘍に対する組織内照射併⽤腔内照射教育⽤ファントム制作中
（JAWROのご協⼒、伊勢⾚⼗字病院、伊井先⽣）
⼩線源治療教育⽤動画制作

課題への対応策の立案と実施

進捗状況

課題２．小線源治療患者数の少ない施設が一定数存在する。これらの施設は集約
化の対象として検討されるが、患者アクセスなどの種々の事情が勘案される必要
がある。

今後の予定
2024年8⽉〜診療状況調査実施予定

課題への対応策の立案と実施

進捗状況

3．婦人科腫瘍以外の腔内照射や前立腺癌以外の組織内照射は、地域ごとに実
施可能施設を設置し、施設間連携を推進することで集約化する必要がある。
4．小線源治療教育を充実させるため、施設間連携と学会主導による教育プログラ
ムの確立と教育機会の提供が必要である。

対応策の⽴案
学会による⼩線源治療教育⽀援の仕組みを作る
• 小線源治療研修施設設置
• 小線源治療見学制度
• 小線源治療技術支援医師派遣制度

課題への対応策の立案と実施

2023/8/31 第1回
2023/10/18～31 第2回（メール会議）
2024/2/6 第3回
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